
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰対応市民生活応援商品券
発行事業

①物価高の影響を受ける全市民に、食料品等に利用可能
な商品券を配布し、食料品等に係る負担軽減及び消費の
下支えを通じた支援
②事務費、換金業務等
③7,000円/人（1,000円×7枚）×47,500人＝332,500千円分
の商品券配布　事務費30,259千円（会計年度任用職員(報
酬、手当、費用弁償)5,159千円、消耗品費200千円、印刷製
本費1,200千円、通信運搬費12,850千円、委託料（ｼｽﾃﾑ構
築1,200千円、ﾃﾞｻﾞｲﾝ100千円、点字20千円、封入封緘1,000
千円、取扱店募集・換金業務8,000千円）、借上料530千円）
④市民

R7.12 R8.4以降

2
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

高齢者バス・タクシー等運賃助成事業

①物価高の影響を受けている地域公共交通の維持確保を
図るため、高齢者の日常生活の移動経費の一部を市が負
担することにより、公共交通の利用を促し、もって売上増を
通じて公共交通事業者を支援
②市が負担する運賃、事務費
③市負担運賃（委託料）18,432千円（9,600円×1,920人）、事
務費3,171千円（会計年度任用職員報酬等1,255千円、消耗
品費100千円、印刷製本費328千円、通信運搬費1,488千
円）
④市内のバス・タクシー事業者（高齢者の要件：自動車運
転免許証を保有していない満65歳以上）

R7.4 R8.3

3
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

市内バス路線確保維持事業

①物価高の影響等により民間事業者が撤退したバス路線
の代替路線を確保維持するため、代替運行事業者を支援
②運行収入では不足する分の運行経費
③市負担運行経費(委託料)30,265千円＝運行経費51,496
千円－運航収入6,600千円－他自治体負担分等14,631千
円
④撤退バス路線の代替路線の代替運行事業者

R7.4 R8.3

4

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食費負担軽減事業

①物価高の影響を受ける学校給食費の保護者負担軽減
（負担額上昇抑制）による子育て世帯の暮らしの下支え及
び家計の可処分所得の拡大
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く。）
③（R7単価－R3単価）×推定年間使用量　牛乳9,000千円、
米4,500千円、食用油800千円、野菜等6,700千円
④学校給食費負担者（児童・生徒の保護者）

R7.4 R8.3

5

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

公立保育所給食費負担軽減事業

①物価高の影響を受ける保育所給食費の保護者負担軽減
（負担額上昇抑制）による子育て世帯の暮らしの下支え及
び家計の可処分所得の拡大
②高騰した分の食材購入費（保育士等の職員分は除く。）
③賄材料費－給食費6,000円/月・人　高騰額1,450千円
（9,936千円－8,486千円）
④公立保育所の3歳以上児の給食費負担者（園児の保護
者）

R7.4 R8.3

6

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

公立幼稚園給食費負担軽減事業

①物価高の影響を受ける幼稚園給食費の保護者負担軽減
（負担額上昇抑制）による子育て世帯の暮らしの下支え及
び家計の可処分所得の拡大
②高騰した分の給食費（幼稚園教諭等の職員は除く。）
③R7(高騰後)給食費－R3(高騰前)給食費　高騰額95千円
（主食費35円×延べ1,680人、副食費25円×延べ1,428人）
④公立幼稚園の給食費負担者（園児の保護者）

R7.4 R8.3

7

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

私立保育所給食費負担軽減事業

①物価高の影響を受ける保育所給食費の保護者負担軽減
（負担額上昇抑制）による子育て世帯の暮らしの下支え及
び家計の可処分所得の拡大
②高騰した分の食材購入費（保育士等の職員は除く。）
③R7(高騰後)給食費－R3(高騰前)給食費　高騰額8,663千
円（主食費600円×延べ6,501人、副食費900円×延べ5,291
人）
④私立保育所の3歳以上児の給食費負担者（園児の保護
者）

R7.4 R8.3

8

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

子ども医療費助成事業（国R6補正分）

①物価高の影響を受ける子育て世帯に対する医療費の負
担軽減による子育て世帯の暮らしの下支え及び家計の可
処分所得の拡大
②高校生までの通院・入院医療費、事務費
③扶助費120,000千円、事務費5,000千円（消耗品費140千
円、印刷製本費160千円、通信運搬費300千円、手数料
4,300千円、委託料100千円）
④高校生等の医療費負担者（こどもの保護者）

R7.4 R8.3

9

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

子ども医療費助成事業（国R7予備費
分）

①物価高の影響を受ける子育て世帯に対する医療費の負
担軽減による子育て世帯の暮らしの下支え及び家計の可
処分所得の拡大
②高校生までの通院・入院医療費、事務費
③扶助費29,000千円、事務費1,000千円（消耗品費10千円、
印刷製本費10千円、通信運搬費30千円、手数料950千円）
④高校生等の医療費負担者（こどもの保護者）

R7.4 R8.3

10

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食費負担軽減事業（国R7予備
費分）

①物価高の影響を受ける学校給食費の保護者負担軽減
（負担額上昇抑制）による子育て世帯の暮らしの下支え及
び家計の可処分所得の拡大
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く。）
③（R7単価－R3単価）×推定年間使用量　牛乳3,000千円、
米6,000千円、食用油300千円、野菜等5,700千円
④学校給食費負担者（児童・生徒の保護者）

R7.4 R8.3
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